Ⅰ　各種規程等例

５　工事請負規程（例）


５　○○土地区画整理組合工事請負規程（例）
（目　的）
第１条　この規程は、○○土地区画整理組合定款第○○条第○項の規定により、工事を請負に付するため必要な事項を定めることを目的とする。
２　前項に定める工事以外を請負に付する場合においても、この規定の例による。
（契約の方法）
第２条　工事の請負契約は、原則として指名競争入札により締結するものとする。ただし、第17条第１項各号の一に該当する場合には随意契約によることができるものとする。
（指名競争入札の参加者の資格）
第３条　理事は、工事の種類、性質、工期等を勘案し、広く適任の請負業者を選定し、指名を受ける業者の資格を審査するため、期日を定め又は随時に入札参加資格審査申請書を提出させるものとする。
２　前項に規定する入札参加資格審査申請書（別記様式第１号）には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。
一　建設業法による建設業許可証明書
二　商業登記簿謄本
三　機械設備の名称、種類、能力及び数量を記載した書面
四　工事経歴書
五　技術者名簿
六　営業所一覧表
七　納税証明書
八　その他必要とする書類
３　理事会は、第１項の規定により提出された申請書に基づき、工事の種類及び性質ごとに、指名競争入札に参加する資格を有する者を決定するものとする。
４　前項の規定により指名競争入札に参加する者の資格を審査したときは、工事の種類及び性質ごとにその資格を有する者の名簿を作成するものとする。
（指名競争入札の参加者の指名）
第４条　理事会は、前条第３項の規定により指名を受ける資格を認められた者のうちから、入札に参加する者を指名するものとする。
２　前項において指名する請負業者数は５人以上とする。ただし、工事の特殊性等の理由により、これによりがたい場合は適正な数の業者数を指名するものとする。
（入札の通知及び設計説明）
第５条　理事は、前条により入札者を指名した場合は、ただちに次の各号に掲げる事項を通知するとともに、入札期日の５日前までに入札心得書、工事設計書、仕様書及び本規程その他関係事項について説明するものとする。
一　入札に付する事項
二　設計説明をする日時及び場所
三　入札及び開札の日時及び場所
四　入札保証金に関する事項
五　契約保証金に関する事項
六  契約保証人を要するときはその資格及び人数に関する事項
七　その他必要な事項
２　理事は、前項の通知をする場合においては、建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第６条第１項に規定する見積期間を確保できるように入札の期日を定めなければならない。
（予定価格）
第６条　理事は、指名競争入札に付する工事の価格を当該工事に関する仕様書、設計書等によって予定し、その予定価格を記載した書面を封書にし、開札の際、これを開札の場所に置かなければならない。
（入　札）
第７条　入札は、入札書（別記様式第２号）に必要な事項を記載し、封書にして行わなければならない。
２　入札者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。
（入札の開札及び再度入札）
第８条　理事は、監事の立会のもとに入札書を開札する。
２　開札は、入札の終了後直ちに入札者を立ち合わせて行わなければならない。ただし、秩序の維持に支障があると認めたときは、入札者に退場を求めることができる。
（入札書の無効）
第９条　次の各号の一に該当する入札書は無効とする。
一　入札参加の資格がなくて入札したとき。
二　入札保証金を納付しないとき、又はその額が不足するとき。
三　所定の日時及び場所で入札しないとき。
四　入札書に記名押印のないとき。
五　入札書の金額を訂正したとき、又は記載がないとき。
六　入札書の記載事項が判読できないとき。
七　同一事項について２通以上の入札書を提出したとき。
八　代理入札で委任状を提出しないとき、又は他人の代理を兼ね、若しくは２人以上の代理をしたとき。
九　入札者が協定して入札したと認められるとき。
十　その他、入札に際して不正の行為があったとき。
（落札者の決定）
第10条　開札の結果、予定価格以下の入札額で、最低価格の入札者をもって落札者とする。
２　理事は、落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせて、落札者を定めなければならない。
３　理事は、第１項の規定により落札者を決定することができないときは、直ちに再度入札を行うものとする。
（指名替え）
第11条　理事は、前条第３項により再度入札すること○回にわたるもなお落札者を決定することができないときは、入札を中止し、新たに入札に参加する請負業者を指名して入札を行うものとする。
２　前項の入札に参加する請負業者の指名については第４条及び第５条の規定を準用する。
（契約の締結）
第12条　理事は、落札者が決定したときはその旨を落札者に通知し、７日以内に落札者と工事請負契約書（別記様式第３号）により契約を締結しなければならない。
（保証金の納付等）
第13条　理事は、入札に参加する者に対しては入札前に入札保証金を、契約の相手方に対しては契約を締結する前に契約保証金を納めさせなければならない。
２　前項の入札保証金及び契約保証金の額は、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。
一　入札保証金　入札しようとする金額の１００分の５以上の額
二　契約保証金　契約金額○○○万円未満の場合にあっては、当該額の１００分の１０以上、契約金額が３００万円以上の場合にあっては、当該額の１００分の５以上１００分の１０以内において、理事が定める額
３　前項の保証金は、現金とする。ただし、次に掲げる担保の提供をもってこれにかえることができる。
一　無記名の国債証券又は岐阜県公債証券
二　理事が確実と認める金融機関が振り出した小切手又は支払保証をした小切手
三　理事が確実と認める金融機関又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証
４　前項の担保の価値は、国債証券及び岐阜県公債証券にあっては額面金額、小切手にあっては小切手金額、保証にあっては保証書又は保証証書に記載された保証金額によるものとする。
５　契約金額の増減による契約保証金の額の増減については、理事が別に定める。
（保証金の納付の免除）
第14条　理事は、前条第１項の規定にかかわらず、入札参加者又は契約の相手方が次ぎに掲げる要件の一に該当するものである場合においては、入札保証金又は契約保証金の全部又は一部を納めさせないことができる。
一　入札保証金
イ　予定価格が○○○万円に満たないとき。
ロ　入札参加者が保険会社との間に組合を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。
ハ　入札参加者が過去２年の間に国、地方公共団体又は土地区画整理事業施行者と種類がほぼ同じであって、規模が同等以上の契約を２回以上にわたって締結したとき。
ニ　入札参加者が官公署であるとき。
ホ　入札参加者が第３条第４項に規定する名簿に登録された者であって、その者が落札者となった場合において、契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。
二　契約保証金
イ　契約金額が○○○万円に満たないとき。
ロ　契約の相手方が保険会社との間に組合を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。
ハ　契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第100条の３第２号の規定に基づき財務大臣が指定する金融機関と工事履行保証契約を締結したとき。
ニ　契約の相手方が、過去２年の間に国又は地方公共団体若しくは土地区画整理事業施行者と種類がほぼ同じであって、規模が同等以上の契約を○回以上にわたって締結したとき。
ホ　官公署と契約を締結するとき。
ヘ　第３条第４項に規定する名簿に登録された者と契約を締結する場合において、その者が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。
ト　随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。
２　理事は、前項第１号のロ及び第２号のロの規定により保証金を納めさせないときは、当該規定に定める保険契約の保険証券を提出させなければならない。
（保証金の返還）
第15条　入札保証金は落札者を決定した後に還付する。ただし、落札者の納付した入札保証金は、契約締結後に還付するものとする。
２　前項ただし書の規定にかかわらず落札者の入札保証金は、契約保証金に充当することができる。
３　契約保証金は、完成検査終了後に還付する。
（落札の取消し）
第16条　理事は、落札者が次の各号の一に該当すると認めるときは、落札を取り消すことができる。
一　落札決定の日から７日以内に契約を締結しないとき。
二　入札の際不正があったと認められるとき。
三　入札資格に欠け、又は欠けたことを発見したとき。
２　理事は、前項の規定により落札を取り消したときは、第13条の規定により落札者の納付した入札保証金を返還しないものとする。
（随意契約）
第17条　理事は、次の各号の一に該当する場合は、指名競争入札によらないで、定款第○○条第○項の規定により随意契約とすることができる。
一　緊急の必要により指名競争入札に付することができないとき。
二　指名競争入札に付することが不利と認められるとき。
三　時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込があるとき。
四　指名競争入札に付し入札者がないとき。
五　第１１条の規定により指名替えをして行う入札において落札者がないとき。
六　落札者が契約を締結しないとき。
七　現に施工中の工事に関連して施工する工事の契約で、その性質又は目的が競争入札に適さないとき。
八　予定価格が○○○万円を超えない工事をするとき。
２　理事は、随意契約をしようとするときは、なるべく２人以上の者から見積書を徴するものとする。ただし、特別の事由があるときは、この限りでない。
３　理事は、緊急の場合を除き、随意契約を締結する前に随意契約を締結する理由及び契約の相手方について理事会の承認を得るものとする。
（請書等の徴取）
第18条　１件の金額が○○万円を超えない契約については、契約書の作成を省略することができる。ただし、この場合においても、理事は、契約の適正な履行を確保するため、契約に関し必要な事項を記載した請書（別記様式第４号）を提出させなければならない。
（関係図書の提出）
第19条　理事は、契約の締結をしたときは、遅滞なく着工届、現場代理人届及び工事工程表その他必要な書類を提出させなければならない。ただし、○○万円以下の工事で理事会でその必要がないと認めたときはこの限りでない。
２　理事は、工事工程表について官公署の許認可事項又は施工上の都合若しくは工期等の関係上不適当と認めたときは請負業者と協議し、工事の施工に支障のないよう修正させるものとする。
（契約の履行の確保）
第20条　理事は、工事の契約を締結した場合においては、契約の適正な履行を確保するため必要な監督又は検査をしなければならない。
２　理事は、前項の監督又は検査を行うについて、専門的な知識又は技能その他の理由により自ら行うことが困難又は適当でないと認められるときは、当該監督又は検査を委託することができる。
（理事長への委任）
第21条　この規程に定めるものの外、工事を施工するために必要な事項は、理事会に諮って理事長が定めるものとする。
２　工事の施工が急を要し、前項により理事会に諮ることができないとき又は軽易な事項については担当理事の意見を聞き、理事長が定めることができる。
　　　附　則
この規程は、平成　○年○○月○○日から施行する。

